
昭
和
５６
年
の
建
築
基
準
法
改
正

以
前
の
住
宅
は
、
耐
震
改
修
計
画

策
定
時
は
７
３
９
８
棟
、
２
０
１

３
年
３
月
時
点
で
は
５
２
６
５
棟

で
耐
震
化
率
は
伸
び
た
も
の
の
７

４
．
４
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
こ

と
が
明
ら
か
に
な
り
ま
し
た
。

地
震
に
よ
る
住
宅
の
倒
壊
は
、

道
路
を
ふ
さ
ぎ
避
難
や
防
火
活
動

の
妨
げ
に
な
り
、
災
害
を
拡
大
さ

せ
る
こ
と
に
な
り
か
ね
ま
せ
ん
。

住
宅
の
耐
震
化
は
居
住
者
の
安
全

確
保
と
地
域
全
体
の
安
全
確
保
と

い
う
二
つ
の
側
面
か
ら
考
え
る
べ

き
公
共
的
な
課
題
で
す
。

浦
安
市
は
国
の
耐
震
改
修
促
進
法
を
受
け
て
、
計
画
期
間
を
２

０
１
０
年
か
ら
２
０
１
７
年
ま
で
と
す
る
「
耐
震
改
修
促
進
計
画
」

を
策
定
し
、
２
０
１
７
年
度
に
お
け
る
住
宅
の
「
耐
震
化
率
目
標

を
９０
％
」
と
し
て
い
ま
す
。

日
本
共
産
党
は
１２
月
議
会
で
進
捗
状
況
を
質
し
、
取
り
組
み
強

化
を
求
め
ま
し
た
。

１２
月
議
会
で
は
、
改
め
て
、「
耐

震
シ
ェ
ル
タ
ー
」
や
居
室
部
分
の
改

修
な
ど
、
部
分
的
な
耐
震
化
に
対
す

る
助
成
制
度
の
創
設
や
、
介
護
保
険

適
用
外
の
高
齢
者
向
け
バ
リ
ア
フ

リ
ー
工
事
な
ど
と
の
組
み
合
わ
せ

に
よ
る
制
度
の
拡
大
を
求
め
、「
検

討
を
急
ぐ
よ
う
」
求
め
ま
し
た
。

市
は
、
従
来
の
建
物
全
体
の
耐
震

化
を
促
進
す
る
方
針
を
変
え
ず
、
新

た
な
制
度
の
創
設
は
「
考
え
て
い
な

い
」
と
答
弁
し
ま
し
た
。

ｋ

島根県

太田市

島根県が行う「長寿の住ま

いリフォーム助成事業」に

よる、特定居室の耐震改修

へ２０万円を限度に上乗せ

助成

神戸市

★重い屋根を軽い屋根に葺

きける工事★一階４隅への

耐震壁設置など部分改修へ

最大１３７万円助成
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市
議
会
議
員

元
木
美
奈
子

日
本
共
産
党
は
、
こ
れ
ま
で
耐
震

化
促
進
に
つ
い
て
は
、
こ
の
両
面
か

ら
の
制
度
の
拡
充
を
求
め
て
き
ま

し
た
。

ま
た
、
耐
震
化
の
自
己
責
任
は
、

経
済
的
な
理
由
か
ら
改
修
で
き
な

い
人
や
耐
震
化
の
意
志
そ
の
も
の

の
な
い
人
を
放
置
す
る
こ
と
に
な

り
か
ね
ず
、
耐
震
改
修
へ
の
住
民
の

意
識
改
革
と
支
援
制
度
の
拡
充
は

自
治
体
の
重
要
な
責
務
で
す
。



捗
状
況
が
９９
％
に
至
り
、
未
改
修
は

東
小
学
校
体
育
館
の
み
と
な
っ
て
い

る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
も
の
の
、
民

間
建
築
物
に
つ
い
て
は
「
千
葉
県
が
調

査
や
啓
発
、
指
導
に
あ
た
っ
て
い
る
」

な
ど
と
答
え
、
進
捗
状
況
は
明
ら
か
に

し
ま
せ
ん
で
し
た
。

耐
震
化
は
、
昭
和
５６
年
以
前
の
旧
耐

震
基
準
の
「
既
存
不
適
格
住
宅
」
を
対

象
に
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
新
耐
震

基
準
で
も
次
々
に
築
３０
年
を
経
過
す

る
こ
と
に
な
り
、
住
宅
の
老
朽
化
に
よ

る
耐
震
性
の
劣
化
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

「
既
存
不
適
格
住
宅
」
の
耐
震
化
を
図

れ
ば
完
了
と
言
う
こ
と
に
は
な
り
ま
せ

ん
。ま

た
、
市
有
建
築
物
の
耐
震
化
は
、

計
画
上
は
「
防
災
上
重
要
な
施
設
」
に

限
定
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
そ
の
他
の
公

共
施
設
の
耐
震
対
策
に
は
目
が
向
け
ら

れ
ず
、
今
後
の
対
応
が
問
わ
れ
て
い
ま

す
。

ボーリング場、スケート場

等

３階以上

かつ

１０００㎡以

上

病院 診療所

劇場 観覧場 映画館

演芸場

集会場 公会堂

展示場

百貨店 その他物販店等

ホテル 旅館

博物館 美術館 図書館

遊技場

公衆浴場

飲食店 キャバレー等

理髪店 銀行等サービス

業を営む店舗

停車場 空港ロビー

自動車車庫等

郵便局 保健所 税務署

学校（小・中学校、幼稚園を

除く）

事務所

卸売市場

賃貸住宅（共同住宅に限

る）、寄宿舎、下宿

工場

老人福祉センター等 ２ 階 以 上

かつ

１０００㎡

以上

老人ホーム 老人短期入

所施設等

小学校、中学校等

保育所 幼稚園

２ 階 以 上

かつ５００

㎡以上

体育館（一般公共用）
１０００㎡

以上

危険物貯蔵場 処理場

道路を閉鎖させる恐れの

ある建築物

棟数
昭和５６年

以前

耐震化

目標

市有建築物 ９７棟 ３８棟 １００％

民間建築物 ６０２等 ２５９棟 ９０％

合計 ６９９等 ２９７等

一
定
規
模
以
上
の
多
数
の
人
た
ち
が
利

用
す
る
建
物
（
特
定
建
築
物
）
が
耐
震
化

さ
れ
な
い
ま
ま
で
は
、
災
害
時
に
大
き
な

被
害
が
予
想
さ
れ
る
た
め
、
特
に
耐
震
化

の
必
要
性
が
あ
り
ま
す
。
民
間
建
築
物
で

あ
っ
て
も
、
自
治
体
が
耐
震
化
目
標
を
設

定
し
、
所
有
者
に
対
す
る
啓
発
や
情
報
提

供
に
限
ら
ず
、
指
導
、
勧
告
な
ど
が
出
来

る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

と
こ
ろ
が
、
市
は
日
本
共
産
党
の
質
問

に
答
え
て
、
市
有
建
築
物
の
耐
震
化
の
進


